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アマチュア1KW局申請の手引き
1．1KW申請の方法には以下の2つの方法があります。
　　(1)新設     これはお勧めできません。　新設の場合、免許税￥３０Ｋを要しますし、予備免許　　　　　　　期間が指定されて、必ずその期間内に工事落成をしなければなりませんのでプレッシャーが大きくなります。
　　(2)変更     これが一般的で費用も安価で済みます。総通局も変更で指導しているようです。
2．申請から検査までの流れ
　　申請者　　　　変更申請
　　　　　　　　　　↓
　　総合通信局    審査              担当官から問合せの電話があることが多い。
　　　　　　　　　　　　　          また、別途提出書類を求められることがありますので
　　　　　　　　　　↓              指示に従って提出します
                  変更許可          問題がなければ申請から約２－３週間
                    ↓
    申請者　　　　試験電波発射届提出　　近畿総通局は割愛

　　　　　　　　　　　変更許可番号･変更許可日･識別信号･ 試験電波発射の期間･周波数･電波の型式･空中線を明記

　　　　　　　　　　↓
                  近隣のインターフェアー調査及び調査宅の押捺
　　　　　　　　　送信機事前データ作成
　　　　　　　　　　↓                                                  ↓
　　　　　　　　総通局の落成検査を受ける場合        民間書類登録点検業者の落成検査を受ける場合
工事落成届(指定された検査手数料                  民間検査業者へ依頼
相当分の収入印紙を貼付)　提出
                   　↓                                                 ↓
    総合通信局   変更検査実施                       民間登録点検業者　 検査実施
                     ↓(合格)                                           ↓
              　　免許状交付                            業者発行の検査結果通知書･工事落成届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (書面検査手数料相当分の収入印紙を貼付)
                                                          を一緒に総通局へ提出
　                                                                      ↓
                                     　　　        総合通信局　書面検査 → (合格) → 免許状交付
3．変更申請
　　変更申請書を各地方総合通信局・無線通信部陸上課へ提出します。
　　提出書類は
　　(1)無線局変更申請書
　　(2)無線局工事設計書及び事項書
　　(3)送信機系統図
　　(4)空中線設置状況説明図面　　　･･･　電波防護指針の関係で必要です。
　　(5)近隣地図                    ･･･　　　　　　同上
(7)電波防護指針計算書        　･･･  各地方総通局ともに申請時に電波防護指針に係る資料　　　　　　　　　　　　　　　　　　の提出を求めるようになっています。
最初から出しておいた方が無難です。いずれ提出する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ことになる書類です。
　　(8)近隣の学校・病院等の報告書    ･･･ 広範囲な地図を書いて提出するか、または文書で説明　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 →関東総通局では求められるケースが多々あります。
　　(9)周辺のテレビ視聴状況説明書   ･･･　今のところ関東総通局だけが求めてきます。
申請時に絶対的に必要なものは(1)～(7)です。　申請後総通局から(8)･(9)を求められる場合が　　ありますので指示に従って下さい。
4．申請書類の実際
    (1)無線局変更申請書    (別紙参照)
       ＷＯＲＤで作成したフォームがありますので必要事項を記入します。
       ・免許人住所と設置場所が異なる場合は免許住所を記入します。
       ・氏名の末の「押印」も必要です。
       ・申請日は提出する日（郵送の場合は投函日）を記入
　　(2)無線局事項書及び工事設計書　　　　(別紙EXCELファイル参照)
　　　　□(レ点)を付する個所は■でも代用できます。
　　　　1 申請(届出)区分
　　　　　□開設　□変更　□再免許 　     該当する部分の□を■にする。
        2 免許の番号
　　　　　関A第xxxxxxxx号              免許状に記載された番号を記入します。
開設(新規)で免許を申請する場合は記入しない。 
        3 呼出符号
　  　　　JA1JARL                        コールサイン記入。
開設(新規)で免許を申請する場合は記入しない。 
        4欠格事由
　　　　　□有　□無　　　　　　      　　■無　とする。
      　5 申請(届出)者名簿　該当する項目を記入。
　　　　　・□社団　□個人　のいずれかを■にする。
　　　　　・住所･氏名･フリガナ･郵便番号･電話番号・国籍を記入(日本国籍者は不要)。
              電話番号は自宅番号。
              都道府県－市区町村コードが分かれば記入する。この場合、住所には市区町村まで　　　　　　　は記入の必要なし。
　　　　6 工事落成の予定期日
　　　　　記入する必要なし
　　　　※免許の年月日
　　　　　開設･再免許の場合は記入しない。　変更の場合は免許状に記載された年月日を記入。
　　　　※免許の有効期間
　　　　　５年　と記入
　　　　7 希望する免許の有効期間
　　　　　記入しない　　
        8 無線従事者免許
　　　　　無線従事者免許証に記載されている番号を記入　(例：ABCHxxxxxxxx)
        9 無線局の目的
　　　　　アマチュア業務用　←記入済み
       10 通信事項
　　　　　アマチュア業務に関する事項　←記入済み
　　　 11 無線設備の設置場所又は常置場所
上記"5"の住所と異なる場合は記入する。　同じで同じであれば記入の必要なし
都道府県－市区町村コードが分かれば記入する。この場合、住所には市区町村まで　　　　　　　は記入の必要なし。
       12 移動範囲
　　　　　□移動する　□移動しない　　　　　50Wを超える局は ■移動しない となる。
       13電波の型式並びに希望する周波数及び空中線電力
　　　　　・希望する周波数　　希望する周波数の □ を ■ にする。
　　　　　・電波の型式　　　　◇3.5～24MHz(除3.8･10･14MHz)
"A1A"がある場合は"3HA"、"A1A"が無い場合"4HAを■にする 。
　　　　　　　　　　　　　　　◇3.8MHz
"A1A"がある場合は"3HD"、"A1A"が無い場合"4HD"を ■にする。
　　　　　　　　　　　　　　  ◇10MHz  　■2HC　とする。
　 　　 　　　　　　　　　    ◇14MHz    ■2HA　とする。
                              ◇28～430MHz
                              　(1)F3E･F2D･F1D･F1Eのいずれかの場合は■4VF
(2)上記(1)にG1B･G1D･G1E･A3E･R3E･H3E･J3E･A3C･F3C･　　　　　　　　　　　　　　　　　　J3F･F3F･D3CF7W･F8W･F7D･G7D･D7D･A3F･C3F･A8W･　　　　　　　　　　　　　　　　　　C8Wのいずれかが加わると　■4VA
  　　　　　　　　　　　　　　　(3)上記(1)に F2A･F2Bのいずれかが加わると　■3VF
                                (4)上記(2)に A1A･A2A･A2B･A2D･F2A･F2Bのいずれかが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　加わると　■3VA
　                            ◇1.2～10.4GHz
                                (1)F3E･F2D･F1D･F1Eのいずれかの場合は　　■4SF
(2)上記(1)にG1B･G1D･G1E･A3E･R3E･H3E･J3E･A3C･F3C･　　　　　　　　　　　　　　　　　　J3F･F3F･D3CF7W･F8W･F7D･G7D･D7D･A3F･C3F･A8W･　　　　　　　　　　　　　　　　　　C8W　のいずれかが加わると　■4SA
  　　　　　　　　　　　　　　　(3)上記(1)に F2A･F2Bのいずれかが加わると　■3SF
                                (4)上記(2)に A1A･A2A･A2B･A2D･F2A･F2Bのいずれかが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　加わると　■3SA
                              ◇ＥＨＦ帯(47～249GHz)の電波型式は個別に指定されます。
※各電波型式の詳細はＴＳＳ㈱のホームページ( http://www.tsscom.co.jp/ )で確認　　　　　　　 　できます。
         ・空中線電力　　　10　20　50　100　200　1kまたは1,000　とする。
       14変更する欄の記号
　　　　　開設･再免許　申請では記入の必要なし。
変更の場合　 現免許から変更になる項目の番号　上記　3･5･8･11･12･13及16工事設計書　で該当する番号を ■ とする
15 備考　連絡事項その他必要事項を記入する。
 例えば、自宅･携帯番号以外に会社の連絡先等を記入するのも可
16 工事設計書
(1)装置の区別
　　　　　　第１～５送信機　のなかで対応する送信機とする
(2)変更の種別
　　　　　　□取替　□増設　□撤去　□変更　　　いずれかを ■ にする
(3)技適基準適合証明番号
200Wを超える電力の申請でも、使用する送信機に技適番号がある場合は記入しておく方が良い。
(4)発射可能な電波の型式及び周波数の範囲
電波の型式は　A1A･J3E･F3E･A3E　などの個々の電波型式を記入する
周波数はそれに対応する周波数帯を記入
例  A1A                   1.9MHz帯
A1A,A3E,J3E, F3F      3.5,7,14,18,21,24MHz帯
A1A,A3E,J3E           3.8MHz帯
A1A,F1B               10MHz帯
A1A,A3EJ3E,F3F,F3E   28,50MHz帯　　　　　
(5)変調方式
例　A3E　低電力変調
J3E　平衡変調
F3E　リアクタンス変調　　　のように"送信機の取説を参照"して記入
(6)終段管　名称ｘ個数　電圧
　　　　　　・名称ｘ個数段管　送信機の終段管またはＦＥＴ/トランジスタの名称と使用数
1.9～28MHzで1.9･10･18･24のみが100W ，他が1kWの場合は　　　　　　　　　　　　　　 4CX800Ax2／2SC2785x2　のように記入
      　　　・電圧   プレート又はFET/ドレイン・トランジスタ/コレクタの電圧を記入
1.9～28MHzで1.9･10･18･24のみが100W ，他が1kWの場合は　　　　　　　　　　　　　 　2800V／45V　のように記入
(7)定格出力　　　1,000　または　1K　と記入　　
1.9～28MHzで1.9･10･18･24のみが100W、他が1kWの場合は　　　　　　　　　　　　　　 　100／1,000または1K　のように記入
5．送信機系統図
　　サンプルを添付します。
　　必ずしもこのフォームで書く必要はありませんが、実際の申請で使用したものです。
　　SSTV･RTTY･PSK31など付加装置を付ける場合の記入例です。　付加装置を必要としない場合は送信機とリニアアンプだけになります。
    手書き・ワープロ等で作成します。
ｆ．電波防護指針について
　　最近は申請時に自己申告として計算結果を添えて提出します。　近頃、総通局が一番気にしている項目です。シッカリとした図面と計算結果を申請時に添付することが総通局のスムーズな処理に役立ちます。　　
　　(1)確認方法
　　　　http://www.kbt.go.jp/bougo/index.html#bougo4　を参照下さい。
計算ソフトはこのサイトからダウンロードできます。Excelのマクロを使って構築されています。　　　　計算結果をプリントアウトすることもできます。
　　　　ある総通局では、このソフトでの計算結果を添付するように指導しているようです。

※工事設計書･事項書のExcelファイルには計算書から抜粋した表を用意してあります。
　　(2)アンテナからの距離
給電部ではなく、空中線として形成されているエレメントが一般の往来若しくは隣家に一番近い距離で計算するのが一般的です。
例えば、公道から空中線のエレメントの一番近い部分が高さ10mとします。　この場合の距離は
10-2=8mとなります。　何故2mを引くか･･･これは頭の高さを2mと規定しているからです。身長差があるので2mとしておけば殆どの場合で適応するという意味だと思います。
　　(3)計算ソフトには同軸減衰量を入力する項目があります。
同軸ケーブルの減衰量は一般的に1km当たりの減衰量をメーカーは発表しています。
周波数が高くなればなるほど減衰量は大きくなります。
メーカーの8D-2Vの例では 10MHz:20dB/km　30MHz:35dB/km　200MHz:95dB/km です。
40mの同軸長では、概ね7MHzでは20dBx(40/1000)=0.8dB　28MHzでは35dBx　　　　　　　(40/1000)=1.4dB　 の減衰(損失)となります。

別紙ファイル(同軸ケーブルData)は30･50･144･430･1300MHzなどの各同軸ケーブルの波長短縮率および10mあたりの減衰量の表です。左表は10mあたりの減衰量の表、右表は同軸長を入力するとその長さの減衰量を計算します。　参考にしてください。
(4)アンテナゲイン
dBiで記入します。0dBd＝2.15dBiです。1／2λダイポールは0dBd=2.15dBiです。
八木アンテナなどはメーカー発表のゲインを代入します。
　　(5)俯角減衰量
俯角減衰量とは、ビームアンテナの場合に水平方向に対して打ち上げ角が下がるので真下などではある程度電界強度が低くなることから、俯角減衰量として計算式に盛り込みます。
上記の計算ソフトには俯角減衰量を代入する項目はありませんが、「給電線等損失」項に加算入力すれば良いとのことです。
(6)アンテナ設置図面
上から見た平面図（位置関係を表すもの）と横から見た図（高さ関係を表すもの）を図面にすると説得力があります。或いは立体図で書いても結構です。
また半径50m～100mの近隣図も必要です。
これらの図面により空中線の設置状況と高さ関係･近隣との位置関係を把握でき、計算結果の信憑性につながります。
図面は手書き･ＣＡＤ書き･ワープロ書き･･･何でも結構です。

